
　公表対象： ①　工事又は製造の請負（予定価格２５０万円超）
②　財産の買入れ（予定価格１６０万円超）
③　物件の借入れ（予定価格８０万円超）
④　①～③以外のもの（予定価格１００万円超）

番号 サイト名 契約の相手先 契約案件名 開始 終了 契約金額（円） 適用条項 随意契約理由

１ 経営企画室 総務Ｇ 本部
富士通
株式会社
関西支社

平成２７年度運営システム運
用支援及びヘルプデスク
サービス業務

H27.4.1 H28.3.31 9,504,000

大阪府立環境農
林水産総合研究
所契約事務取扱
規程第15条第１
項第１号

当研究所運営システムの改
修・運用支援にかかる業務で
あるため、本システムの開発
業者でなければ対応できな
いため。

２ 経営企画室 管理Ｇ 本部
株式会社
ケイ・オプティコム

研究所情報システム用通信
回線の使用料

H27.4.1 H28.3.31 2,177,280

大阪府立環境農
林水産総合研究
所契約事務取扱
規程第15条第1項
第1号

当研究所で利用するインター
ネット回線契約の落札業者
のネットワーク回線を利用す
ることにより廉価で安定した
ネットワーク環境が整備され
るため

３ 環境情報部 環境調査G 環境科学Ｃ
株式会社
大西熱学
大阪営業所

平成２７年度におけるダイオ
キシン類等有害化学物質分
析室保守点検委託

H27.4.1 H28.3.31 4,065,120

大阪府立環境農
林水産総合研究
所契約事務取扱
規程第15条第1項
第1号

当該設備の設計・施工業者
でなければ、ダイオキシン類
等有害化学物質分析室の保
守点検を実施することができ
ないため。

４ 経営企画室 管理Ｇ 本部

株式会社
日立ハイテクフィールディン
グ
関西支店

電子顕微鏡保守点検業務 H27.4.1 H28.3.31 1,223,640

大阪府立環境農
林水産総合研究
所契約事務取扱
規程第15条第1項
第1号

当該設備の設計・設置業者
でなければ、電子顕微鏡の
保守点検を実施することがで
きないため。

５ 経営企画室 管理Ｇ 本部
金陵電機
株式会社

ガスクロマトグラフ質量分析
装置保守点検業務

H27.4.1 H28.3.31 2,343,168

大阪府立環境農
林水産総合研究
所契約事務取扱
規程第15条第1項
第1号

当該設備の設計・設置業者
でなければ、ガスクロマトグラ
フ質量分析装置の保守点検
を実施することができないた
め。

６ 経営企画室 管理Ｇ 本部
西尾レントオール
株式会社

冷暖房設備の賃貸借 H27.4.1 H28.3.31 1,142,424

大阪府立環境農
林水産総合研究
所契約事務取扱
規程第15条第1項
第1号

現冷暖房設備の再リースに
係る契約であり、設置業者で
なければ実施することができ
ないため。

７ 経営企画室 管理Ｇ 本部
日本電気
株式会社
関西支社

研究所情報システム運用・保
守業務

H27.4.1 H28.3.31 8,256,816

大阪府立環境農
林水産総合研究
所契約事務取扱
規程第15条第1項
第1号

当研究所情報システムの設
計・設置業者でなければ、シ
ステムの運用・保守を実施す
ることができないため。

８ 環境情報部 環境調査G 環境科学Ｃ
金陵電機
株式会社

Ｘ線解析装置の保守点検委
託業務

H27.4.1 H28.3.31 1,458,000

大阪府立環境農
林水産総合研究
所契約事務取扱
規程第15条第1項
第1号

Ｘ線解析装置の保守点検サ
ポートは、提供者のみが行っ
ており、他社では履行不可能
であるため。

９ 環境情報部 環境調査G 環境科学Ｃ
東京センチュリーリース
株式会社

高分解能ガスクロマトグラフ
質量分析装置等一式の賃貸
借（再リース）契約

H27.4.1 H28.3.31 1,068,024

大阪府立環境農
林水産総合研究
所契約事務取扱
規程第15条第1項
第1号

現高分解能ガスクロマトグラ
フ質量分析装置等一式の再
リースに係る契約であり、設
置業者でなければ提供する
ことができないため。

１０ 水産研究部海域環境Ｇ 水産技術Ｃ
ディー・エフ・エル・リース
株式会社

オートアナライザーＳｗＡＡｔ
の賃貸借契約

H27.4.1 H28.3.31 3,457,440

大阪府立環境農
林水産総合研究
所契約事務取扱
規程第15条第1項
第1号

オートアナライザーＳｗＡＡｔの
賃貸借契約はメーカー唯一
の特約店である提供者のみ
が行っており、他社では履行
不可能であるため。

１１ 水産研究部 総務Ｇ 水産技術Ｃ
大阪知的障害者雇用促進建
物サービス事業協同組合

日常清掃業務委託契約 H27.4.1 H28.3.31 2,194,452

大阪府立環境農
林水産総合研究
所契約事務取扱
規程第15条第1項
第1号

障害者等の雇用や就労の機
会を創出し、自立を支援する
当研究所の取り組みの一環
として、中小企業等協同組合
法に基づき建物サービスの
（清掃業務）の共同受注事業
等を通じて知的障害者の就
労支援・雇用促進を目的に
設立された府内唯一の組合
である提供者と契約する。

１２ 環境情報部 環境調査G 環境科学Ｃ
日本電子
株式会社
大阪支店

高分解能ガスクロマトグラフ
質量分析装置等一式の保守
点検委託

H27.4.1 H28.3.31 2,700,000

大阪府立環境農
林水産総合研究
所契約事務取扱
規程第15条第1項
第1号

高分解能ガスクロマトグラフ
質量分析装置等一式の保守
点検サポートは、提供者のみ
が行っており、他社では履行
不可能であるため。

１３ 経営企画室 総務Ｇ 本部
株式会社
内藤建築事務所
大阪事務所

建替え整備工事監理業務 H27.5.22 H28.3.16 18,900,000

大阪府立環境農
林水産総合研究
所契約事務取扱
規程第15条第１
項第１号

当研究所建て替え工事の監
理業務で、環境科学センター
の移転も伴うことから研究及
び実験設備の特殊性を熟知
したうえで関係者と綿密な調
整を図りながらの工事監理
が必要とされるため、当該工
事の実施設計を受注し、詳細
設計を熟知し、円滑な工事監
理を行えるのは提供者のみ

所属名

平成２７年度随意契約情報（地方独立行政法人　大阪府立環境農林水産総合研究所）

地方独立行政法人　大阪府立環境農林水産総合研究所が発注した随意契約案件は以下のとおりです。



番号 サイト名 契約の相手先 契約案件名 開始 終了 契約金額（円） 適用条項 随意契約理由

１４ 経営企画室 総務Ｇ 本部
富士通
株式会社
関西支社

共済制度統合化に伴うＩＰＫ
システムの改修業務

H27.5.25 H27.10.31 6,296,400

大阪府立環境農
林水産総合研究
所契約事務取扱
規程第15条第１
項第１号

当研究所運営システムの改
修・運用支援にかかる業務で
あることから本システムの開
発業者でなければ対応でき
ないため。

１５ 水産研究部海域環境Ｇ 水産技術Ｃ
ナモト貿易
株式会社

パルス変調型蛍光光度計
（Watar-PAM)の購入

H27.9.1 H28.3.31 2,780,000

大阪府立環境農
林水産総合研究
所契約事務取扱
規程第15条第１
項第１号

パルス変調型蛍光光度計
（Watar-PAM)の購入に当
たっては、提供者が日本唯一
の販売代理店であるため。

１６ 経営企画室 総務Ｇ 本部
株式会社
明豊ファシリティーワークス
大阪支店

建替え整備工事ＣＭ監理業
務

H27.9.22 H28.3.31 4,082,400

大阪府立環境農
林水産総合研究
所契約事務取扱
規程第15条第１
項第１号

提供者は、当該工事に係る
当研究所コンストラクション・
マネジメント業務委託事業者
選定委員会で過去の実績、
経験、能力及び当該業務に
係る提案等について総合的
に審査を行い、公募型プロ
ポーザル方式により選定され
た業者であるため。

１７
食の安全
研究部

園芸Ｇ 本部
大研科学産業
株式会社

オートアナライザーの購入 H27.10.19 H27.12.25 11,772,000

大阪府立環境農
林水産総合研究
所契約事務取扱
規程第15条第１
項第４号

一般競争入札に付し、再度
の入札に付しても落札者が
なかったため。

１８ 経営企画室 総務Ｇ 本部
富士通
株式会社
関西支社

番号制度対応に伴う独立行
政法人運営システム改修業
務

H27.10.30 H28.3.31 3,531,600

大阪府立環境農
林水産総合研究
所契約事務取扱
規程第15条第１
項第１号

当研究所運営システムの改
修・運用支援にかかる業務で
あることから本システムの開
発業者でなければ対応でき
ないため。

１９ 環境情報部 環境調査G 環境科学Ｃ
東京ダイレック
株式会社

ナノ粒子計測装置の購入 H27.11.4 H27.12.25 5,947,560

大阪府立環境農
林水産総合研究
所契約事務取扱
規程第15条第１
項第１号

ナノ粒子計測装置はＰＭ2.5
のナノ粒子の個数濃度の計
測に使用するもので、平成26
年度に購入した装置と並行
測定を行うため同じ装置を購
入する必要があり、提供者が
当該装置の唯一の販売代理
店であるため。

２０ 環境情報部 環境調査G 環境科学Ｃ
金陵電機
株式会社

ＡＧＩＬＥＮＴ社製ＩＣＰーＭＳ用
オートサンプラーの購入

H27.11.6 H28.1.31 1,760,400

大阪府立環境農
林水産総合研究
所契約事務取扱
規程第15条第１
項第１号

ＡＧＩＬＥＮＴ社製ＩＣＰーＭＳ用
オートサンプラーの購入に当
たっては、提供者が大阪府に
おける唯一の販売店である
ため。

２１ 環境情報部 環境調査G 環境科学Ｃ
三浦工業
株式会社

ＧＣ／ＭＳ用ダイオキシン類
自動前処理装置の購入

H27.12.24 H28.2.29 6,264,000

大阪府立環境農
林水産総合研究
所契約事務取扱
規程第15条第１
項第１号

ＧＣ／ＭＳ用ダイオキシン類
自動前処理装置の購入に当
たっては、提供者が代理店を
経由せず直接販売を行って
いるため。

２２ 環境情報部 環境調査G 環境科学Ｃ
三浦工業
株式会社

ＧＣ／ＭＳ用ダイオキシン類
自動前処理装置の購入

H28.2.1 H28.3.31 5,940,000

大阪府立環境農
林水産総合研究
所契約事務取扱
規程第15条第１
項第１号

ＧＣ／ＭＳ用ダイオキシン類
自動前処理装置の購入に当
たっては、提供者が代理店を
経由せず直接販売を行って
いるため。

２３ 経営企画室 推進Ｇ 本部
日本電気
株式会社
関西支社

平成27年度研究所情報シス
テムにおけるＣＭＳ改修業務

H28.2.8 H28.3.31 1,922,400

大阪府立環境農
林水産総合研究
所契約事務取扱
規程第15条第１
項第１号

当研究所運営システムの改
修・運用支援にかかる業務で
あるため、本システムの開発
業者でなければ対応できな
いため。

地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所契約事務取扱規程

（随意契約）

第１５条  会計規程第２５条第３項の規定により随意契約によることができる場合は、次の各号に掲げる場合とする。

　一　契約の性質又は目的が競争入札に適しないとき。

　二　緊急の必要により競争入札に付することができないとき。

　三　競争入札に付することが不利と認められるとき。

　四　競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき。

　五　落札者が契約を締結しないとき。

　六　国、地方公共団体その他の公益法人、特別の法律により設立された法人と契約するとき。

　七　外国で契約するとき。

　八　別に定めるところにより資産の譲与又は無償貸付けをすることができる者にその資産を売り払い又は有償で貸し付けるとき。

　九　契約に係る予定価格が次に定める額の範囲内であるとき。

　　　ア　工事又は製造の請負 

　　　　　　(建物等の修繕を含む。) ２５０万円

　　　イ　財産の買入れ１６０万円

　　　　　　ただし、外部資金１，０００万円（当該資金の支出にかかる取決めにおいて随意契約による契約が認められているものに限る。）

　　　ウ　物件の借入れ８０万円

　　　エ　財産の売払い５０万円

　　　オ　物件の貸付け３０万円

　　　カ　アからオに掲げるもの以外のもの１００万円

　十　前各号に掲げるもののほか、特別の事由があるとき。

所属名


	随契公表

